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A．研究目的 

近年、飲食業界では慢性的な人手不足や
人件費の高騰、新型コロナウイルス感染症
流行下における非接触化ニーズの高まりを
背景として、ロボット配膳システムの導入
が急速に進展している。配膳業務の自動化
は、省人化や業務効率化、感染リスク低減
といった点で一定の効果を上げている一
方、食品を搬送する主体が人から機械へと
移行することにより、従来の運用体制では
想定されていなかった新たなリスクが生じ
ている可能性がある。 

食品防御（Food Defense）は、故意によ
る汚染や悪意ある行為から食品を守るため
の概念であり、衛生管理や HACCP とは異
なる視点からの対策を必要とする。しか
し、現在普及しているロボット配膳システ
ムは、省人化や顧客サービス向上を主目的
として設計されており、食品防御の観点が
十分に組み込まれているとは言い難い状況
にある。また、導入店舗、販売代理店、メ
ーカー間における情報共有体制も必ずしも
整備されていない。 

本研究の目的は、ロボット配膳システム

研究要旨 
本研究は、飲食店において普及が進むロボット配膳システムについて、食品防御（Food 
Defense）の観点から課題を整理し、安全確保の方向性を検討することを目的とした。人手
不足や人件費高騰、感染症対策を背景に導入が進む一方で、食品搬送中の監視体制の希薄化
や、親和的デザインによる接触行動の誘発など、新たな脆弱性が生じている可能性が示され
た。販売代理店および導入店舗への聞き取り調査の結果、食品防御は店舗責任と認識され情
報共有体制が未整備である実態が明らかとなった。一方で、配膳業務の自動化により人的余
力を監視やサービス向上に再配分することで、安全性強化につながる可能性も示唆された。
今後は人的監視の維持、物理的防御策の導入、情報共有体制の構築を柱としたガイドライン
策定が必要である。 
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導入に伴う食品防御上の脆弱性を明らかに
するとともに、人的監視体制、物理的防御
措置、情報共有体制の三側面から課題を整
理し、実効性のある対策の方向性を提示す
ることである。さらに、将来的なロボット
配膳システムに特化した食品防御対策ガイ
ドライン策定に資する基礎資料を得ること
を最終的な目的とする。 

 
Ｂ．研究方法 

本研究では、ロボット配膳システムにお
ける食品防御上の課題を多角的に把握する
ため、文献調査および質的調査を組み合わ
せた研究方法を採用した。 

まず、文献調査として、厚生労働科学研
究報告書、食品防御に関する国内外のガイ
ドライン、関連する学術論文および行政資
料を収集・整理し、食品防御の基本概念、
従来の対策枠組み、および飲食店における
適用可能性について検討した。これによ
り、ロボット配膳システム導入以前の食品
防御対策の構造を整理し、本研究における
分析視点を明確化した。 

次に、質的調査として、ロボット配膳シ
ステム販売代理店 2 社および導入飲食店 1
社に対し、半構造化インタビューを実施し
た。主な調査項目は、①導入目的および運
用体制、②食品防御対策の実施状況、③い
たずら・過激接触等の発生状況、④トラブ
ル発生時の対応主体、⑤製品仕様変更の可
能性、⑥情報共有体制の有無、である。 

インタビュー内容は記録・整理し、逐語
録を作成した上で、テーマ別に分類・分析
を行った。分析にあたっては、食品防御の
観点から「人的監視体制」「物理的防御措
置」「情報共有構造」の三側面に着目し、

構造的課題の抽出を試みた。 
なお、調査協力企業および店舗の名称は匿
名化し、倫理的配慮を行った。 
 
C．研究結果 

本研究では、文献調査および販売代理店
2 社、導入飲食店 1 社への聞き取り調査を
通じて、ロボット配膳システムの普及背
景、運用実態、ならびに食品防御上の課題
構造を多面的に整理した。その結果、ロボ
ット配膳は単なる業務効率化ツールではな
く、店舗内のリスク構造そのものを変化さ
せる存在であることが明らかとなった。以
下に、得られた知見を詳細に示す。 

 
1．ロボット配膳システム普及の多層的背景 

ロボット配膳システムの普及は、一過性
の流行や技術的興味に基づくものではな
く、飲食業界を取り巻く構造的課題の蓄積
に対応する中で進展してきたものである。
本研究の聞き取り調査および関連資料の整
理から、普及の背景には大きく分けて「労
働構造の変化」「経営環境の圧迫」「感染症
対策の社会的要請」「サービス価値の再定
義」という四つの要素が相互に作用してい
ることが明らかとなった。 

第一に、労働構造の変化である。少子高
齢化の進行により生産年齢人口は減少を続
けており、飲食業界は他業種と比べても人
材確保が困難な状況にある。特に飲食店
は、土日祝日や夜間勤務を含む不規則な労
働形態であることから、若年層の就労選択
肢として敬遠される傾向がある。また、外
国人労働者に依存してきた店舗では、国際
移動の制限等による労働供給の不安定化も
経験している。このような状況下で、安定
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的に配膳業務を担う代替手段としてロボッ
トが注目されることとなった。 

第二に、経営環境の圧迫である。最低賃
金の継続的上昇は、労働集約型産業である
外食産業に直接的な影響を与えている。人
件費の上昇に対し、価格転嫁が十分に行え
ない中小規模店舗では、利益率の低下が顕
在化している。そのため、固定費削減の一
環として業務の自動化・機械化が検討され
るようになった。ロボット配膳は初期投資
を要するものの、長期的には人件費削減効
果が見込まれるとの認識が広がっている。 

第三に、感染症対策という社会的要請で
ある。新型コロナウイルス感染症の流行
は、飲食店の営業形態に大きな変化をもた
らした。非接触型注文システムやセルフレ
ジの導入が進む中、配膳業務においても対
面機会を減少させる手段としてロボットが
導入された。この経験により、ロボット配
膳は単なる効率化装置ではなく、「安全・
安心」を可視化する存在としても機能する
ようになった。感染症収束後も、衛生意識
の高まりは継続しており、非接触型サービ
スへの需要は一定程度維持されている。 

第四に、サービス価値の再定義である。
近年の外食産業では、単に料理を提供する
だけでなく、体験価値を提供することが重
視されている。ロボット配膳は、その視覚
的インパクトやエンターテインメント性に
より、顧客体験を向上させるツールとして
も評価されている。実際に、ロボットを
「客寄せ」の要素として活用しているとの
回答も得られた。このように、経営合理性
だけでなく、ブランドイメージや差別化戦
略の一環として導入されている側面も存在
する。 

以上のように、ロボット配膳システムの
普及は、労働力不足への対応という消極的
要因と、サービス価値向上という積極的要
因の双方によって推進されていることが明
らかとなった。この多層的背景を理解する
ことは、食品防御対策を検討する上で重要
である。なぜなら、導入目的が省人化のみ
である場合と、サービス強化を含む場合と
では、店舗内の人的配置や監視体制の構築
方法が大きく異なるためである。 

したがって、ロボット配膳の普及は単な
る技術導入ではなく、飲食業界における労
働構造・経営戦略・社会的価値観の変化を
反映した現象であり、その全体像を踏まえ
た上で食品防御の課題を整理する必要があ
る。 
 
2．食品防御上の新たなリスク構造 

ロボット配膳システムの導入は、配膳工
程の自動化という業務効率上の利点をもた
らす一方で、食品防御の観点からは従来と
は異なるリスク構造を形成している。本研
究の聞き取り調査および現状分析から、こ
れらのリスクは単発的な問題ではなく、
「設計思想」「運用体制」「心理的要因」
「情報構造」の複数要素が重なり合うこと
で生じていることが明らかとなった。 
（1）新奇性・親和性が誘発する接触リスク 

現在国内で広く普及しているロボット配
膳システムは、ネコ型をはじめとする親し
みやすいデザインを採用し、音声や表情表
示などのインタラクティブ機能を備えてい
るものが多い。これらは顧客体験の向上や
集客効果を目的とした設計であるが、食品
防御の観点からは接触行動を誘発する要因
となり得る。 
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特に児童や若年層では、移動するロボッ
トに触れる、撫でる、ボタンを押すといっ
た行為が自然発生的に起こりやすい。食品
を搭載した状態で顧客の近傍を通過する構
造は、意図的行為のみならず偶発的接触の
可能性も高める。また、写真撮影や動画撮
影を目的とした接近行動も見受けられると
の指摘があった。 

従来の人による配膳では、配膳者自身が
食品を保持しており、顧客が直接接触する
機会は限定的であった。ロボット配膳では
食品が一定時間無人状態で移動するため、
第三者が介入可能な空間が生じる点が構造
的な違いである。 

 
（2）触知部と食品部の物理的分離不足 

ロボット配膳システムの多くは、顧客と
のコミュニケーション機能を重視した設計
となっており、タッチパネルや外装部分へ
の接触を前提としている。一方で、食品を
載せるトレイ部分が物理的に十分保護され
ていない場合があり、触知部と食品部の明
確な分離がなされていない事例が確認され
た。 

食品防御の基本原則の一つは「物理的バ
リアの構築」であるが、現行の配膳ロボッ
トでは、食品が開放空間に露出したまま搬
送される構造が一般的である。カバーや蓋
の装着は理論上有効な対策であるが、利便
性や作業効率の低下、デザイン性の毀損を
理由に採用されていない例が多い。 

 
このように、顧客満足度向上を優先した

設計思想が、食品防御の多層防御構造を十
分に確保していない可能性が示唆された。 
 

（3）無人搬送時間帯と監視の空白 
人による配膳では、配膳者が移動中も食

品を直接管理しており、監視機能を自然に
担っていた。しかしロボット配膳では、食
品が自律的に店内を移動するため、搬送中
に従業員の視線が必ずしも届かない時間帯
が生じる。 

省人化が進んだ店舗では、フロアスタッ
フの配置人数が少なく、全経路を常時視認
することは困難である。特に混雑時やピー
クタイムでは、監視密度が低下する傾向が
あると指摘された。 

この「監視の空白時間」は、意図的な異
物混入や悪戯行為が発生し得る環境を構成
する可能性がある。また、実際に重大事例
が発生していなくとも、構造的脆弱性が存
在すること自体がリスク評価上の課題とな
る。 

 
（4）心理的抑止力の変化 

人の存在はそれ自体が抑止力となる。従
業員が近くにいる環境では、不適切行動を
とる心理的ハードルが高くなる。一方、ロ
ボット配膳では、人の直接的視線が感じら
れにくく、心理的抑止力が低下する可能性
がある。 

特に集団心理が働く環境では、「機械相
手である」という認識が行動規範を緩和さ
せる可能性も否定できない。これは食品防
御に限らず、機械化が進むサービス環境全
般に共通する課題である。 

 
（5）トラブル情報の未集約と制度的空白 

販売代理店への聞き取りでは、いたずら
や過度な接触の件数について体系的なデー
タ収集は行われていないとの回答が得られ
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た。店舗内で発生した問題は個別に対応さ
れ、販売代理店や製造元へ詳細が共有され
る仕組みは整備されていない。 

この情報分断構造は、設計改善や予防的
対策の蓄積を困難にする。食品防御は過去
事例の分析と共有によって強化されるが、
現状ではその基盤が十分とは言えない。 

 
（6）海外製造構造による設計改善の困難性 

国内で導入されているロボット配膳シス
テムの多くは海外メーカー製である。した
がって、日本国内で生じた課題や改善要望
が設計段階に反映されるまでには時間的・
制度的障壁が存在する。 

販売代理店は技術的改修の権限を持たな
い場合が多く、構造的問題が放置される可
能性もある。この点は、食品防御対策を制
度化する上で重要な検討課題である。 

 
〔総括〕 

以上の分析から、ロボット配膳システム
における食品防御上のリスクは、単一の技
術的欠陥に起因するものではなく、設計思
想、運用体制、心理的要因、情報共有構造
が相互に影響し合う複合的構造であること
が明らかとなった。 

すなわち、ロボット配膳は効率化を実現
する一方で、食品防御の観点からは「無人
搬送」「接触誘発設計」「監視の希薄化」
「情報分断」という新たな課題を内包して
いる。しかし同時に、これらは運用設計と
制度整備によって改善可能な要素でもあ
る。したがって、今後の対策検討において
は、単なる技術的修正にとどまらず、人的
配置、情報共有体制、設計ガイドラインを
含む包括的アプローチが求められる。 

 
3．販売代理店における認識と構造的課題 

本研究において実施した販売代理店 2 社
への聞き取り調査から、ロボット配膳シス
テムの食品防御に関する認識および制度的
課題が明らかとなった。両社に共通してい
たのは、ロボット配膳システムを「飲食物
を運搬する機器」として位置づけ、食品そ
のものの安全管理は基本的に導入店舗の責
任範囲であるとの認識であった。 

 
（1）食品防御に対する位置づけ 

販売代理店への聞き取り調査において最
も特徴的であったのは、ロボット配膳シス
テムを「食品を運ぶ機械」として位置づけ
る認識であった。すなわち、ロボットは配
膳という労務を代替する存在であり、食品
そのものの安全管理や防御対策は、基本的
に飲食店側の業務範囲であるとの立場であ
る。この認識は、契約上および法的責任の
整理という観点では一定の合理性を有す
る。しかしながら、食品防御の観点から
は、食品を運搬する構造そのものが変化し
ている以上、単なる運搬機器としての位置
づけでは十分とは言い難い。従来の配膳で
は、人が常に食品を保持し、監視機能を担
っていた。ロボット配膳では、食品が無人
状態で移動する時間帯が生じるため、設計
段階で食品防御を考慮する必要性が高ま
る。 

それにもかかわらず、販売代理店側では
「食品防御は導入店舗の管理責任である」
との前提が強く、設計仕様の中に食品防御
を組み込むという発想は現段階では限定的
であった。このことは、ロボット配膳がも
たらすリスク構造の変化が、製品設計思想
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に十分反映されていない可能性を示してい
る。 

さらに、食品防御という概念自体が、販
売現場ではまだ一般化していない可能性も
示唆された。衛生管理や事故防止とは異な
り、意図的混入という視点は、製品開発段
階で体系的に議論されているとは言い難い
状況である。 

（2）トラブル実態の把握不足 
販売代理店は、いたずらや過度な接触、

妨害行為といった事例について体系的なデ
ータ収集を行っていないとの回答であっ
た。修理依頼があった場合でも、機械的故
障として処理されることが多く、その原因
が顧客行為に起因するものかどうかまで詳
細に分析される仕組みは整備されていな
い。 

このことは、食品防御の観点から重大な
課題である。食品防御は過去事例の分析と
情報共有によって強化される概念であり、
トラブルの発生状況を把握しなければ、予
防的対策の立案は困難である。にもかかわ
らず、現状では店舗単位で問題が完結し、
販売代理店や製造元に体系的に報告される
仕組みが存在しない。

さらに、店舗側もブランドイメージへの
影響を懸念し、軽微なトラブルを積極的に
外部へ報告しない可能性がある。この情報
の非対称性は、構造的脆弱性を可視化しに
くくしている。 

したがって、現状の情報収集体制は受動
的かつ断片的であり、食品防御対策を制度
化する基盤としては不十分であることが明
らかとなった。 

（3）海外製造構造による改善の困難性 
現在日本国内で導入されているロボット

配膳システムの多くは海外メーカー製であ
り、国内販売代理店は基本設計の変更権限
を持たない。この構造は、食品防御対策を
迅速に製品仕様へ反映させる上で大きな制
約となっている。 

販売代理店からは、「設計変更は製造元
の判断事項であり、国内の要望のみで大幅
な改修は困難である」との意見が示され
た。また、製造元にとっては世界市場全体
が対象であり、日本国内特有のリスクや社
会的要請が優先順位の上位に位置づけられ
るとは限らない。 

さらに、文化的背景や法制度の違いも影
響する可能性がある。食品防御に対する社
会的感度や規制水準が異なる場合、日本国
内で求められる安全水準が設計段階に十分
反映されない恐れがある。 

このように、製造拠点が海外にあること
は、食品防御対策を国内主導で制度化する
際の構造的障壁となり得る。 

（4）利便性と安全性の優先順位 
一部店舗では、食品トレイにカバーを設

置するなどの対策が試みられた事例が確認
された。しかし、視認性の低下や料理の取
り出しにくさ、作業効率の悪化などの理由
により、最終的に撤去されたとの報告があ
った。 

この事例は、現場において利便性や顧客
体験が強く重視されていることを示してい
る。ロボット配膳は省人化と同時にエンタ
ーテインメント性を持つ装置として位置づ
けられており、デザイン性や操作性を損な
う改修は導入効果を減殺する可能性がある
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と認識されている。 
また、重大事故が顕在化していない段階

では、安全対策への投資優先度が低くなる
傾向もみられる。これは食品防御全般に共
通する課題であり、「問題が起きていない
から対策しない」という受動的姿勢が構造
的リスクを温存する可能性がある。 

利便性と安全性のバランスをどのように
設計段階で確保するかは、今後の重要な検
討課題である。 

（5）責任分散構造の存在 
本研究で明らかとなった最も重要な構造

的課題の一つが、責任の分散である。販売
代理店は「食品管理は店舗責任」とし、店
舗は「製品構造はメーカー責任」と捉える
傾向がある。このような構図は、食品防御
対策の主体を曖昧にする。 

食品防御は多層防御（multiple barrier）
の概念に基づき、設計段階・販売段階・運
用段階が連携して初めて機能する。しかし
現状では、各段階が独立しており、横断的
なガイドラインや統一基準は存在しない。 

さらに、法的義務として明確に規定され
ていない分野であることも、責任の所在を
不明確にしている要因である。結果とし
て、重大事例が発生しない限り、包括的対
策が進みにくい構造となっている。 

この責任分散構造を是正し、設計・販
売・運用の各段階を統合する枠組みを構築
することが、食品防御強化の前提条件であ
ると考えられる。 

〔総括〕 
販売代理店における認識は、ロボット配

膳を「運搬機器」として捉える技術中心的

視点が強く、食品防御を設計要素として積
極的に組み込む段階には至っていないこと
が明らかとなった。また、トラブル情報の
未集約、海外製造構造、責任分散といった
制度的課題が、食品防御対策の体系化を阻
害している可能性が示唆された。 

この結果は、食品防御対策を店舗単位の
努力に委ねるのではなく、販売代理店や製
造元を含めた制度的枠組みの再構築が必要
であることを示している。 

4．導入店舗における運用実態 
本研究において聞き取りを行った導入飲

食店では、ロボット配膳システムの活用方
法は単なる人員削減策にとどまらず、店舗
運営全体の再設計と密接に関連しているこ
とが明らかとなった。すなわち、ロボット
導入の効果は「どの業務を代替させ、どの
業務に人を再配置するか」という運用設計
によって大きく異なる。 

（1）導入目的の実態 ― 経営合理性と労務
構造改革 

導入店舗では、ロボット配膳の導入目的
として表面的には「人手不足対策」が挙げ
られたが、実際にはより複合的な意図が存
在していた。 

第一に、慢性的労働力不足の緩和であ
る。特にピークタイムにおける配膳業務は
往復回数が多く、身体的負担が大きい。重
い鉄板料理や複数皿の同時運搬は従業員に
相当な負担を与えており、離職要因の一つ
となっていた。ロボット導入により、体力
負担の軽減が図られ、従業員定着率向上へ
の期待も示された。 

第二に、業務標準化である。ロボットは
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設定されたルートを一定速度で移動するた
め、配膳品質のばらつきが少ない。新人教
育の負担軽減という副次的効果も確認され
た。 

第三に、サービス価値の向上である。ロ
ボットが話題性を持つことで集客効果が生
まれ、顧客体験の差別化が図られている。
これは経営戦略上の意図も含まれている。 

このように、導入は単なるコスト削減で
はなく、労務構造改革とサービス戦略の両
面を持つものであった。 

（2）人的再配置と監視機能の再構築 
配膳業務が軽減された結果、従業員の業

務内容は変化している。具体的には、 
 客席巡回頻度の増加
 顧客の食事状況の確認
 不審行動の観察
 トラブル初期対応
などが強化されている。
導入初期には、ロボットに対する接触や

妨害行為が散見されたが、フロアスタッフ
が積極的に巡回する体制を整えたことで、
問題行動は減少したとの報告があった。 

この結果は、「人の目」が依然として食
品防御における最も強力な抑止装置である
ことを示している。すなわち、ロボット導
入は監視機能を弱体化させるのではなく、
人的資源の再配置次第でむしろ強化し得
る。 

（3）顧客満足度と抑止メカニズム 
導入店舗では、ロボット配膳により従業

員が顧客との対話時間を確保できるように
なり、サービスの質が向上したとの評価が
得られた。 

食品防御の観点では、店舗の雰囲気や顧
客満足度は重要な要素である。不満やスト
レスは逸脱行動の誘因となることが過去事
例から示唆されている。満足度が高い環境
では、意図的行為の発生確率が低減する可
能性がある。

さらに、従業員が顧客と積極的にコミュ
ニケーションをとることで、「見られてい
る感覚」が維持され、心理的抑止力が働く
構造が形成されている。

（4）現場が認識する具体的リスクの類型化 
導入店舗では、以下のようなリスク類型

が挙げられた。 
① 物理的接触リスク

子どもが触れる、写真撮影時に接触す
る、荷物が引っかかる等。

② 走行妨害リスク
顧客が意図せず経路を塞ぐ、椅子やベビ
ーカーが障害となる。

③ 下膳時リスク
残飯が露出し、不衛生状態になる可能
性。

④ 意図的行為の潜在性
重大事例はないが、構造的に介入可能な
状態であること。
これらは重大事故には至っていないが、

「発生可能性の存在」自体がリスク評価上
重要である。 

（5）物理的対策の現実的限界 
食品トレイへのカバー装着や囲い込み構

造は理論上有効であるが、以下の課題が挙
げられた。 
 提供スピードの低下
 顧客が料理を取りづらい

5-8



 視認性の低下
 デザイン性の毀損
特に回転率を重視する業態では、わずか

な遅延が売上に影響する。したがって、安
全性を高める設計は、業態特性を踏まえた
バランス設計が不可欠である。 

（6）ロボットと人の役割分担モデル 
導入店舗では、以下の役割分担が明確化

されていた。 
ロボット： 
・重量物運搬
・定型ルート移動
・ピークタイム補助
人：
・最終確認
・顧客対応
・監視
・異常対応

この協働モデルは、「完全自動化」では
なく「補助的自動化」である。食品防御の
観点からは、この補助型モデルの方が安全
性を確保しやすい可能性がある。 

（7）総合評価 ― 二面性と運用依存性 
導入店舗の実態から導かれた最も重要な

示唆は、ロボット配膳は食品防御を弱体化
させる技術でもあり、強化する契機にもな
り得るという二面性である。 

省人化のみを目的とし監視人員を削減す
ればリスクは増大する。一方で、業務再配
分により監視体制を再構築すれば、従来よ
り強固な体制を構築することも可能であ
る。 

すなわち、食品防御の強度は技術そのも

のではなく、「導入目的」「人的配置」「店
舗文化」「管理意識」によって決定され
る。この運用依存性を踏まえた制度設計が
今後の課題である。 

D．考察 
本研究の結果から、ロボット配膳システ

ムは飲食店の業務効率化および労務負担軽
減に寄与する一方で、食品防御（Food
Defense）の観点からは従来の管理構造を
変容させる要素を内包していることが明ら
かとなった。本考察では、①リスク構造の
再編、②多層防御理論との関係、③運用依
存性の構造分析、④責任分散と制度的空
白、⑤技術と人間の協働モデル、⑥政策
的・制度的含意の六側面から詳細に検討す
る。

1．リスク構造の再編 ― 無人搬送という構
造的転換

従来の飲食店における配膳は、人が食品
を直接保持しながら移動するという形式を
とっていた。この構造では、配膳者の存在
が以下の三機能を同時に担っていた。 
 物理的管理機能（食品を直接保持す

る）
 視覚的監視機能（周囲を確認する）
 心理的抑止機能（顧客に見られている

感覚を与える）
ロボット配膳では、この三機能が分離さ

れる。ロボットは物理的運搬機能を担う
が、監視機能や抑止機能は自動的には付随
しない。結果として、食品が一定時間「無
人状態」で移動するという新たな状況が生
じる。 

この無人搬送構造は、食品防御上の前提
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条件を大きく変化させる。すなわち、食品
は常に人の直接的監視下にあるという従来
の暗黙の前提が崩れる。この構造変化を認
識せずに従来型の管理を継続した場合、リ
スクは潜在化する。 

重要なのは、実際に重大事例が発生して
いないことと、構造的脆弱性が存在しない
ことは同義ではないという点である。食品
防御は「発生後対応」ではなく「発生可能
性の低減」を目的とする概念であり、構造
的評価が不可欠である。 
 
2．多層防御理論との整合性 ― ロボット配
膳環境における防御層の再設計 

食品防御は、単一の対策によって成立す
るものではなく、複数の防御層を重ね合わ
せることでリスクを低減する「多層防御
（multiple barrier）」の考え方に基づいて
構築される。これは、いずれか一つの防御
が破られた場合でも、次の層が機能するこ
とで全体として安全性を確保するという発
想である。 

本研究の結果をこの理論枠組みに照らし
て整理すると、ロボット配膳システム導入
環境では、既存の防御層の一部が弱体化
し、新たな層の設計が十分に行われていな
い可能性が明らかとなった。 

 
（1）物理的防御層の再評価 

従来の飲食店においては、厨房と客席の
分離、調理場への立入制限、食品保管エリ
アの管理など、空間的分離が物理的防御層
として機能していた。一方、客席内での配
膳工程については、配膳者が直接食品を保
持すること自体が物理的管理を担ってい
た。 

ロボット配膳では、食品がトレイ上に露
出した状態で客席間を移動するため、物理
的バリアは限定的となる。特に、トレイが
開放構造である場合、食品は第三者が容易
に接触可能な位置に存在する。 

理論上は、以下のような物理的強化策が
考えられる。 
 半透明カバーによる囲い込み 
 ワンタッチ開閉式保護構造 
 食品収納部の高さ制限 
 トレイ縁部の立ち上げ設計 

しかし現場では、提供速度の低下や視認
性の悪化を理由に全面的な採用には至って
いない。ここに、物理的防御層とサービス
効率とのトレードオフが存在する。 

したがって、ロボット配膳環境では「完
全封鎖型バリア」ではなく、「接触機会を
減少させる合理的設計」という新たな物理
的防御概念の導入が求められる。 

 
（2）人的防御層の変動性と再構築 

多層防御の中核となるのは人的監視であ
る。従来は、配膳者が食品を監視しながら
移動することで、自然に人的防御層が形成
されていた。ロボット導入後、この層は二
つの方向に分岐する。 
① 省人化のみを追求する場合：人的防御

層が薄くなる 
② 業務再配分を行う場合：人的防御層が

強化される 
本研究で確認された導入店舗では、後者

のモデルが機能していた。すなわち、配膳
業務削減により生じた人的余力をフロア巡
回や顧客観察に充てることで、人的防御層
が再構築されていた。この結果は、人的防
御層が固定的ではなく、経営判断と運用設
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計によって強度が変化する可変層であるこ
とを示している。したがって、ガイドライ
ン策定においては「ロボット 1 台あたりの
最低巡回頻度」など、具体的な運用指標を
提示する必要がある。

（3）心理的防御層の再考 
食品防御において見落とされがちなの

が、心理的抑止層である。人が食品を運搬
する環境では、「従業員に見られている」
という感覚が不適切行為を抑止する。ロボ
ット配膳では、移動主体が機械であるた
め、この心理的抑止効果が低減する可能性
がある。特に混雑時には、無人搬送時間が
延び、抑止力が弱まる。 

一方で、導入店舗ではフロアスタッフが
積極的に巡回することで「人の目」を可視
化し、心理的抑止層を維持していた。これ
は、物理的監視と心理的監視が重なり合う
ことで抑止効果が強化されることを示して
いる。したがって、ロボット配膳環境では
心理的防御層を意識的に設計する必要があ
る。 

（4）情報防御層の制度化不足 
多層防御において極めて重要なのが情報

層である。トラブルやヒヤリハット事例の
共有は、次の防御強化につながる。 
しかし本研究では、 

 トラブル件数の体系的把握がない
 販売代理店への報告制度がない
 製造元へのフィードバック経路が限定

的
という状況が確認された。 

これは、防御層としての情報システムが

未成熟であることを意味する。食品防御を
強化するためには、 
 統一的報告様式
 データベース化
 定期的情報共有会議
などの制度的枠組みが必要である。

（5）技術的防御層の可能性 
ロボット配膳は、逆に新たな防御層を創

出する可能性も持つ。例として、 
 カメラ搭載による録画監視
 AI による異常行動検知
 接触感知センサー
 走行ログ記録
などが考えられる。

これらは従来の人配膳では実現しにくか
った防御層である。ただし、プライバシー
保護、コスト、デザイン性との均衡が必要
である。 

（6）総合評価 ― 防御層の再設計が鍵 
以上を総合すると、ロボット配膳環境で

は、 
 一部防御層が弱体化し
 一部防御層が再設計可能であり
 新たな防御層の導入余地がある
という三重構造が存在する。

重要なのは、「防御層が減った」のでは
なく、「防御層の構成が変わった」という
認識である。問題は、この再構成が意図的
に設計されていない点にある。したがっ
て、ロボット配膳における食品防御は、従
来型の管理発想をそのまま適用するのでは
なく、防御層の再配置・再設計を前提とし
た新たな理論枠組みを必要とする。 
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E．結論 
本研究は、飲食店において急速に普及し

ているロボット配膳システムについて、食
品防御（Food Defense）の観点から現状の
課題構造を整理し、安全確保に向けた方向
性を検討したものである。 

その結果、ロボット配膳システムは単な
る業務効率化装置ではなく、食品搬送構造
を「人が直接管理する形態」から「無人搬
送を含む形態」へと転換させる技術であ
り、食品防御の前提条件を変化させる存在
であることが明らかとなった。特に、以下
の点が重要な知見として抽出された。 

第一に、ロボット配膳は食品防御を弱体
化させる可能性と、強化する可能性の両面
を有するという二面性である。省人化のみ
を目的とし監視体制を縮小した場合には、
無人搬送時間の増加や心理的抑止力の低下
を招き、構造的脆弱性が生じる。一方で、
配膳業務を自動化し人的資源を監視や顧客
対応へ再配置する運用モデルを採用した場
合には、むしろ防御機能を強化し得ること
が確認された。 

第二に、食品防御は単一対策では成立せ
ず、多層防御構造として再設計する必要が
あることである。ロボット配膳環境におい
ては、物理的防御層、人的防御層、心理的
防御層、情報共有層を統合的に構築しなけ
ればならない。現状では、情報共有体制や
設計段階での防御要件が十分に制度化され
ていない。 

第三に、責任分散構造の存在である。販
売代理店は食品管理を店舗責任と捉え、店
舗は設計をメーカー責任と捉える傾向があ
る。この構造は食品防御対策の主体を曖昧
にし、予防的対策の制度化を阻害する要因

となっている。 
以上を踏まえ、今後必要とされるのは以

下の三つの方向性である。 
1．ロボット配膳システムに特化した食
品防御対策ガイドラインの策定 
2．トラブル情報の体系的収集・共有プ
ラットフォームの構築 
3．設計・販売・運用を横断した統合的
責任枠組みの明確化 
特に、導入店舗向けには「人的監視を前

提とした運用モデル」を明示し、省人化と
監視削減を同一視しない原則を提示する必
要がある。また、海外メーカーを含めた設
計段階への食品防御要件の反映も中長期的
課題である。 

ロボット配膳は今後さらに普及すること
が予想される。その普及を前提とすれば、
問題発生後の対症療法ではなく、予防的・
構造的対策の構築が不可欠である。本研究
が示した最も重要な結論は、「ロボットは
リスクではない。無設計な運用がリスクで
ある。」という点である。 

技術の進展とともに、食品防御もまた進
化しなければならない。人とロボットの協
働を前提とした新たな安全モデルの構築こ
そが、今後の飲食業界に求められる課題で
ある。 
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